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緒 言

腰痛 を訴える人は多 く,整 形外科領域におけ

る患者の約1/4に 近 いと言われる1) 2) 3).こ とに

近年高齢化が進み,慢 性的,加 齢的な変化によ

る腰痛 も増加の傾向にあると考えられる.一 方,

慢性的な職業性腰痛も頻度が高い といわれる.

しか し,そ の原因については,腰 椎の不安定性

との関連 などが示唆されているが,必 ず しも明

らかになっているわけではない4)～7).そこで職業

性腰痛の原因を明 らかにす るために,製 鉄所従

業員におけるアンケー ト調査か ら症状の有無お

よび程度 を調べ,さ らにX線 学的に脊椎の椎間

可動性,前 弯角や稚間板腔狭小化,椎 間関節症

変化の有無などにつ いて検討 した.

表1　 問 診 表

対 象 と 方 法

対象 として, 1986年 製 鉄所Ａにおける従業貝

に対 して行われた健康管理のための検診を受け

た人の中,任 意の2863名(44歳 か ら57歳)に,

腰痛問診表 を配布,記 入 して もらい,更 にその

全員の腰椎のX線 写真,前 後,側 面の二方向を

撮 り,問 診の記入事項(表1)の 内容 とX線 学

的所見 を検討 した.

そ のうち直接検診が必要 とおもわれる30人 に

ついては,理 学的検査 を行い,日 常生活の注意

事項 を指示 した り,治 療 した.次 に2863名 の従

業貝のうち無作為に選び出した男性のみ214名(44

歳か ら57歳,平 均年齢48.2歳)に ついては,さ

らに腰椎立位四方向X線 写真(前 後,側 面,機

能写)を 撮影 し,腰 痛の既往 なしと答えたグル

ープA 94名(44歳 か ら57歳
,平 均年齢48.3歳),

仕事 はできる程度の腰痛の既往,あ るいは一時

的に仕事ができな くても特に治療 を受けずに軽

快 した程度の腰痛の既往があるグループB 84名

(44歳 か ら57歳,平 均年齢47.7歳),お よび仕事

ができず,か つ治療 を受けたことがあると答え,

強 い腰痛の既往があるグループC 36名(44歳 か ら

57歳,平 均年齢49.2歳)の3群 に分けて以下の

研究項目について検討 した(表2).

1. 問診表調査

年齢,職 種等について腰痛の発生頻度に差異
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があるか どうか検討 した.職 種 は21種 類 あつた

が,比 較的軽い作業 と,重 い作業 とに二大別 し

て比較 した.

2. X線 学的計測

以下の各項 目の計測 を行い腰痛の発生 との関

連 について, t検 定 またはカイニ乗検定による

統計学的検討 を行 った.

1) 腰椎 立位 中間位側面像における,前 弯角,

腰仙角の検討

2) 第3, 4腰 椎 間(L 3/L 4),第4, 5腰

椎 間(L 4/L 5),第5腰 椎,第1仙 椎間(L

 5/S 1)の 腰 椎立位最大前屈位での椎体下縁 と

椎体上縁 とのなす角度,お よび最大後屈位での

椎体下縁 と椎体上縁 とのなす角度

3) 重 畳法による,各 椎間の可動性

4) 第3, 4, 5腰 椎 のPedicle-FacetAngle

 (以下PFA)

5) 椎 間関節の変形性関節症の有無

X線 像上,椎 間関節に骨棘形成,硬 化像,狭

小化等 を認め られるグループ(以 下FOA(+)と

全 く認められないグループ(以 下FOA(-)と に

分けて検討 を加えた.

6) 椎 間板腔狭小化の有無

中間位側面像において椎間板腔の高 さを椎体

下縁後端 と椎体上縁後端の距離にて計測 し検討

を加 えた.つ まり,あ る椎間板腔の高 さが,隣

接するそれ より2mm以 上狭 くなつていれば,狭

小化 あ り(以 下DN(+),そ れ以下であれば狭小

化な し(以 下DN(-)と した.

表2　 対 象

(男性のみ)

表3　 腰痛の程度と職種および平均年齢

結 果

1. 腰痛 の程度 と職種

A, B, C各 グル-プ の年齢の平均値は,ほ ぼ

同 じものとな り,軽 作業の職種 と重作業の職種

間の比較 とともに,特 に有意差 を認められず,

年齢,職 種による腰痛の発生頻度には差がなか

った(表3, 4).

2. X線 学 的計測

1) 前 弯角,腰 仙角 の計測

前弯角,腰 仙角では, A, B, C各 グループ間

で特に有意差 を認めなかった(表5).

2) 最 大前後屈時の椎間部位の角度の計測

最大前後屈時の全 ての椎間部位の角度の平均

値は,い ずれの場合 もCグ ループの値が大 きく

なったが(表5), t検 定 にて有意の差 を認めた

ものは, AとCと の間におけ る前屈時のL 5/S

 1間 の角度(危 険率1%以 下),後 屈時のL 3/

L 4, L 4/L 5, L 5/S 1間 の角度(そ れぞ

れ危険率5%以 下)で あった.ま た, AとBと

の間, BとCと の間には,特 に有意の差は認め

られなかった(表6).

3) 重畳 法による各椎間の可動性の計測

各椎間の可動性の角度の平均値は,明 らかな

傾向は認め られず,分 散は下位椎間部位になる

ほど大 きくなつたが(表7), AとCと における

L 4/L 5間 にのみ, t検 定 にて有意の差(危 険

率5%以 下)が 認め られた(表8).

4) PFAの 計測

PFAに おいても,分 散は下位椎体部位 になる

ほど大 きくなつたが(表9),ど の部位 も平均値

はほぼ同 じとな り, AとCと における第3腰 椎

のPFAの み, t検 定 にて有意の差(危 険率5

%以 下)が 認められた(表10).

5) 椎 間関節症変化の有無による各角度の比較

FOA(+)とFoA(-)の 比較 では,前 弯角,腰 仙

角, PFAの 平均値は,そ れぞれほぼ同じものと

なり,有 意差はなか った(表11)．

6) 腰痛 の程度 と椎間関節症変化の有無の検討
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A, B, Cの 各 グループにてFOA(+), FOAe

を検 討す ると,腰 痛の強いグループほど,椎 間

関節症変化の出現頻度が高 くなる傾向はあるが,

有 意差は認め られなかった(表12).

表4　 職種の分類

表5　 腰痛グループ別の計測角度

mean±S. D.

表6　 A, cグ ループ別の計測角度の平均値差検定

** p<0
.01 * p＜0.05

表7　 腰痛グループ別の重畳法による各椎関の可動

性の角度

mean±S. D.

表8　 A, Cグ ループ別の,重 畳法によるL 4/L 5

椎関の可動性の角度の平均値差検定

* p<0 .05

7) 腰痛 の程度 と椎 間板腔狭小化の有無の検討

腰痛の強いグループほど,椎 間板腔狭小化の

出現頻度が高 くなる傾向があ り(表12), AとC

とにおいてはカイニ乗検定にて有意の差(危 険

率1%以 下)が 認め られた(表13).
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8) 腰痛 の程度 とFOA, DNの 有無 との組み合

わせ の検討

表9　 腰 痛 グ ル ー プ 別 のPedicle-facet angle

 (PFA)

mean±S. D.

表10　 A, Cグ ルー プ 別 の,第3腰 椎 体 のPedicle

facet angle (PFA)の 平均 値 差検 定

＊p<0
.05

表11　 椎間関節症変化の有無による各計測値の比較

表12　 腰痛グループ別の椎間関節変化および椎間板

腔狭小化の有無

表13　 A, Cグ ループ別の,椎 間板腔狭小化の有無

の平均値差検定

χ2検定P<0.01

椎間関節症変化の 有無 と,椎 間板腔狭小化の

有無 との組み合わせによる4群 の検討では,腰

痛の強いグループほ ど, FOA(+)か つDN(+)の 出

現頻度 が大 きくな り, FOA(+)か つDN(+)群 と

FOA(-)か つDN(-)群 を比較すると,強 い腰痛の

出現頻度にはカイニ乗検定にて有意の差(危 険

率1%以 下)が 認められた.ま た,こ の4群 の

比較 においても,軽 作業の職種 と重作業の職種

の就労人数には,特 別な傾 向や有意差は認めら

れず,こ れらのX線 学的所見 と職種 との間には,

特別の関連がなかった(表14, 15).

考 察

腰痛 と労働条件 との関連については,す でに

18世 紀 にRamazzini8)が 労働医学の立場か らそ

の関連性 を指適 しているが,最 近 は産業現場の

機械化の進展にともない,従 来の重労働による

急性腰痛のかわりに,慢 性腰痛の発症が問題 と

なってきている9)～17).しか し,慢 性腰痛の発症

に関するX線 学的な検討はあまり見られない.

本研究では腰痛検診の対象性者 として,い わゆる

大企業である製鉄所従業員の44歳 から57歳 とい

う,最 大14歳 の年齢差の壮年男子で,比 較的範

囲の狭い母集団を選定 した.従 って,X線 学的

所見は,高 齢者でみられるような高度の変性所

見の認められるものはほとんどなく,年 齢によ

る特別な傾向はないと思われる.ま た対象者214

名 の 中,今 までに腰痛を経験 したことのある者

は120名(56%)で あ り,こ れまでの報告18)～20)と

ほぼ同 じ傾 向を示 していると考え られる．対象

となった従業員の所属す る職種は21種 類となっ

ていて,教 育関係,研 究所関係等,純 事務系の

職種 もあるが,多 くは製造行程や設備,原 料や

製品の管理保全関係の職種である.こ れらを軽

作業の職種 と重作業の職種 とに二大別するにあ

たっては,単 に部所名か らは正確 な分類は困難

であ り,その作業の強度の違いや作業中の姿勢,

動作 を判断の材料 として,現 場 を実際に知って

いる従業貝の意見を参考 にして二大別 したが,

両者間の腰痛発生には有意差が認められなかっ

た.職 種 において特別の傾向が認められない理



腰痛の発生におけ るX線 学的研究　 1187

表14　 腰痛グループ別の椎間関節症変化および椎間板腔狭小化の有無

表15　A, Cグ ループ別の,変 形性関節症変化の有

無の平均値差検定

κ2検 定P<0.01

由 として,各 職種間であ る程度の相互移動があ

ること,ま たそれらの職種内でも関連社会の従

業員が比較的程度の強い作業につ く場合 があ

る16).また,製 鉄所従業員が同じ職種に属 してい

ても,指 導者的立場 として,監 督や事務担当で

あることが多いためと考 えられる.一 方,職 種

は問診時の職種であるために,そ れまでの職種

の変遷が表われていないことが考 えられる.具

体的にいえば,比 較的高齢者 においては,現 在

は軽作業 に従事 していて も,製 鉄所従業員にな

る以前に炭鉱 で重労働 をしていた人等もあ り,

個 別にみるとX線 学的変化の強い場合 も認め ら

れたが,人 数 としては多くないので,特 別な傾

向 とはならないと考えられた.こ れまでの職業

性腰痛については, X線 学的変化 と臨床症状 と

の関連は認め られないとする研究 もあり21)～24).

また腰痛の発症機序についても不明な点が多い.

腰 痛 の 発 症 機 序 の 研 究 と して, 1944年 に

Knuttson25)は,腰 椎の最大前後屈位側面X線 像

か ら,そ の不安定性が発症す ることに注目した.

彼 は,前 後方向の不安定性である 「ずれ」は,

X線 像上の変化 として認め られるよりもずっ と

以前 か ら存在 す るであ ろ う と述べ て い る.

 Kirkaldy-Willis等26) 27)は, combined-3joint

complex degenerationと い う概念か ら,病 理標

本を用いて,椎 間関節および椎間板の加齢に よ

る変性過程 での病態 と臨床症状 とを関連づけて

説明 した.す なわち,椎 間関節の軟骨変性が骨

棘形成を来たし,関 節の弛緩,亜 脱臼をともな

い,さ らに関節突起の肥厚,脊 椎管狭窄への過

程 をたどり,ま た椎間板変性が亀裂や狭小化や

吸収をともない,骨 棘形成 を来た し,脊 椎管狭

窄へ と進展するとした(表16).さ らに, Frymoyer

とSelby28)は, Kirka%dy-Willis等 の脊椎変性の

過程 を3段 階に要約 した,す なわち第1期(早

期)は,椎 間関節は多少弛緩 し,関 節軟骨 も少

し繊維化 し,ま た椎間板は軽度の変性 を示 して,

実験的に力を加えると明らかにずれを生 じるで

あろうが,し か しこの時期には臨床症状は多分

ないであろうとした.第2期(不 安定期)と し

て,病 変の生 じたレベルは,椎 間関節包の弛緩

を増 し,ま た明らかな軟骨変性を生 じ,ま た椎

間板 は中程度の変性 を示す.こ の時点では明ら

かな臨床症状がみ られ,機 能的X線 写真によ り,

異常なずれが計測されるとした.こ の時期に椎

間板は最 もヘルニアをおこしやすい.第3期(変

形固定期)と して,椎 間関節や椎間板周辺の骨

棘形成 といつた修復作用が,不 安定部位 を安定

させ,変 形は固定してしまい.よ り高度の椎間

関節軟骨の変性 と椎間板の変性を示すことが,

病理学的検査に明らかになるとした.ま た固定

された変形 と骨棘の過成長 との結果,主 な臨床

症状 として脊椎管狭窄症の症状 をあ らわす.

これら脊椎変性の過程 をX線 像上の所見 とし

て分類 し,職 業性腰痛 との関連について述べ た

報告はみ られない.今 回の対象においてX線 像

上で認めた椎間関節症変化の有無については,
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Kirkaldy-Willis等25) 27)の第1期 をFOA(-), 2,

 3期 をFOA(+)と したものにほぼ等しいと考える.

す なわちX続 像上,椎 間関節の骨棘形成,硬 化

像,狭 小化等が認め られるとFOA(+),認 め られ

ないとFOA(-)と した.そ の結果 としては,腰 痛

の強 くなるほど,前 弯角,腰 仙角が大 きくなる

傾向があ り,ま た椎間関節症変化がより多く出

現 して くる傾向があるが,と もに有意の差は認

め られなかつた.む しろ,椎 間板腔狭小化の出

現頻度に有意の差 を認めるこ とは,強 い腰痛に

なるほ ど,椎 間関節症変化 よりも椎 間板腔狭小

化の出現に影響を受けていると考えられる.し

か し,こ れは対象者を44歳 から57歳 男性の年齢

範囲としているか らとも考えられ,よ り高齢者

としての60歳 前後の従業員をも含めると椎間関

節症変化等の後方要素 も,大 きな影響を与えて

くれると考えられ る.

表16　 小さな機械的過労から明白な脊椎症や狭窄にいたる変性のスペクトル

〔
Kirkaldy-Willis WH et al.: Pathology and pathogenensis of 
lumbar spondylosis and stenosis. Spine. (1978) 3: 31-328) 〕

次に,椎 間関節症変化の有無 と椎間板腔狭小

化の有無 との組み合わせによる4群 の検討では,

 FOA(+)か つDN(+)と, FOAeか つDN(-)と を比

較す ると有意の差 をみたが,こ れはX線 像上,

椎 間関節症変化や椎間板腔狭小化が認め られ る

群には,そ れ らの変化の認められない群 より,

強 い腰痛の出現頻度が高いことを示している.

 FOA(-)か つDN(-)の92名 中にはCグ ループの8

名(8.7%)が 含 まれていたが,職 種は,軽 作業

3名,重 作業5名 となっていた.X線 学的.所見

として,外 傷によるL 1椎 体 の陳旧性圧迫骨折

がある1名,椎 体の小 さな骨棘形成のある4名,

椎 間板空隙形成のある1名 があ り,所 見のない

のは2名 のみであった.そ の2名 の うち1名 の

みに,腰 仙角が平均値 より大 きくなっていたが,

 2名 と も前弯角, PFA等 も平均値程度か,や や

それより小さい値 となっていた.

FOA(-)か つDN(-)の 中のCグ ループ8名 全体

をみると,前 弯角, PFA,前 後屈時の椎間角度等

は,ど れ も平均値程度の値 となったが,腰 仙角

は陳旧性圧迫骨折の1名 を除いて平均値より大

きい例が4名 に認め られた.各 椎間の角度につ

いては,全 てに おいて,強 い腰痛のあ るグルー

プの角度の平均値が大きかった.こ のことは,

強 い腰痛 を訴えるものほ ど,腰 椎の前弯が強い

という傾向を示す といえるが,明 らかな有意差

はみられなかった.
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前屈 時のL 3/L 4, L 4/L 5間 の角度にお

いては, AとCと の間に有意の差が認め られな

かったが,こ れは角度の計測値が比較的小 さく,

また計測の誤差が大きいことも考えられる. Hayes

等29)は,重 畳法による各椎間の可動性はば らつき

が大 きく,正 常な可動性の 囲は定 まらない と

述べたが,今 回の対象 も各椎間の可動性 の範囲

は大きかつた.今 回の対象はL 4/L 5間 におい

て有意差があったが,こ れは強い腰痛のあるも

のほどL 4/L 5間 で不安定性が大 きいことを示

唆している.

腰椎変性すべ り症においてその値が大 きくな

るとされ るPFA30)～35)に つ いては,今 回の計測

では第3腰 椎のPFA以 外 に有意差がなかった.

今 回の対象には明 らかな腰椎すべ り症は214名 中

6名(2.8%)し か な く,そ のうちL 4変 性 すべ

り症は1名 であることからも,腰 痛の原因とし

て,後 方要素 としてのPFAは 意味が少 ないと

いえる.よ り高齢者 としての60歳 前後の従業貝

では,腰 椎変性すべ り症の頻度が高 くな り,従

つてPFAの 値 が大 きくなり腰痛の原因に関係

す ることも考えられるが,今 回の対象が44歳 か

ら57歳 男性 という限定された母集団であるため

少なかったと考 えられ,る.

以上のことよ り, 44歳 か ら57歳 男性の年齢範

囲では,腰 痛の原因が前方要素が強いといえる

が,も う少 し高齢者 を対象 として含めると,当

然のことなが ら後方要素が腰痛 に影響を与える

ことも考えられ る.い ずれにせ よ腰痛の強いグ

ル-プ ほ ど,前 弯角,腰 仙角,お よび最大前後

屈時の全 ての椎間部位の角度が大 きい傾向があ

る．また不安定性があることが,特 に下位腰椎

椎間において認められた.従 って対象とした44

歳 から57歳 男性の年齢範囲では,椎 間関節症変

化やPFA等 の後方要素 よ り椎間板腔狭小化等

の前方要素が腰痛の原因であると思われる.

結 論

1. 製鉄 所従業貝のうち, 2863名 に腰痛問診

調査 と腰椎X線 検診を行 い,そ の中で無作為に

選び出した男性のみ214名 について,腰 痛の原因

を明らかにするために,腰 椎のX線 学的検討を

行 つた.

2. 年齢,職 種等において特に有意差は認め

られなかつた.

3. 前弯角,腰 仙角,お よび最大前後屈時の

全ての椎間部位 の角度において,強 い腰痛のあ

るグループの角度の平均値が大 きかったが,腰

痛 なしのグループ と強い腰痛のあるグループと

における,前屈時のL 5/S 1間,後 屈時のL 3/

L 4, L 4/L 5, L 5/S 1間 の角度,お よび

L 4/L 5間 の可動性で有意差 を認めた.

4. 腰 痛 の強いグループほど,椎 間関節症変

化や椎間板腔狭小化が多く出現す る傾向がある

が,有 意の差を認めたものは,腰 痛なしのグル

ープ と強い腰痛のあるグループ とにおける
,椎

間板腔狭小化の出現頻度であった.

5. 椎 間関節症変化および椎間板腔狭小化が

あると,強 い腰痛の出現頻度が高いことが有意

の差で認められ,た.

6. 強 い腰痛のあるグループほど,腰 椎の不安

定性が認められ,椎 間関節症変化等の後方要素

より,椎 間板腔狭小化等の前方要素の影響 を受

けていると考 えられる.

稿を終えるにあたり,懇 切なる御指導と御校閲を賜

わりました,恩 師井上 －教授,直 接御指導いただ

いた中原進之介講師,な らびに御協力いただいた小

西 均講師に深甚なる感謝の意を表します.また種々

の御援助をいただいた日本鋼管福山病院,檀 浦生日

整形外科部長をはじめ従業員のみなさんに感謝いた

します.
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Motoyuki IWAGAWA

Department of Orthopaedic Surgery,

Okayama University Medical School,

Okayama 700, Japan

(Director: Prof. H. Inoue)

In recent years, incidence of low back pain (LBP) has been increasing. To clarify the 

relation between instability of the lumbar spine and LBP in heavy industry workers, radiogra

phic findings were compared with a questionnaire on 2863 workers in a steel plant, as a 

preliminary study in 1986. In 214 males, 4-direction X-ray examinations of the lumbar verte

brae were obtained and the results were analyzed along with a questionnaire survey. The 

examined subjects were classified into three groups according to their complaints into: A; 

LBP free, B; LBP moderate, and C; LBP severe. Degeneration chages of the facet joint, 

lumbar disc narrowing, angles between vertebrae, and lumbar lordosis were investigated on 

the X-ray film. In general, the higher the intensity of LBP, the more intervertebral angles at 

all levels of the lumbar spine and the more severe the degeneration. There was a statistically 

significant difference between the A and C group in the intervertebral angles at lower levels. 

Incidence of the lumbar disc narrowing differed between the two groups. The instabilitiy of 

lumbar spine was found in the C group. Low back pain in the heavy industry workers can be 

caused by anterior motion factors such as lumbar disc narrowing rather than posterior motion 

factors such as degeneration of the facet joint.


